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生物多様性問題をめぐる金融セクターの動き

企業および国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）のような関連する組織、

パートナーシップに、生物多様性のためのビジネスケースを構築し促進するよう
要請する・・・・・

2006年生物多様性条約COP8決定Ⅷ/17

これを受けて、UNEP FIは
2006年に生物多様性と生態系サービス（BES）に関するワークストリーム（BESW）を創設
→日本からは住友信託銀行グループの日興アセットマネジメントが参加

2008年3月に初の報告書（Bloom or Bust?）を発行

（活動目的）

・

 

生態系および生態系サービスの喪失と自然資本の劣化による金融ビジネスへの影響の理解を促進。

・

 

対策のためのビジネスケースを強化するとともに、金融セクターに生態系サービスの適正な管理

のための情報や分析ツールを提供。

・

 

金融ビジネスが自然保護活動となるべく一致するよう政策立案者との対話を促進。

金融セクターの意思決定に生物多様性を効果的に組み込むように
働きかけると共に、重要な指標となるイニシアティブである赤道原則を
歓迎する。・・ 2007年 ポツダム・イニシアティブ

 

生物多様性2010及び10の行動（Ｇ８

 

ポツダム）



• 2003年に定められたプロジェクト・ファイナンス

 における環境社会配慮のための自主原則。

• プロジェクト・スポンサーに生物多様性に対する

 影響（生態系サービスや自然生息地に対する

 影響、侵襲的外来種、持続可能な資源の管理

 等）についてのアセスメントを求める。

• 日本からは、みずほコーポレート銀行、三井住

 友銀行、三菱東京UFJ銀行のメガバンク３行が

 採択。

赤道原則について

UNEP FI “Bloom or Bust?”より

• リスク寄与度（取引のBESに対する影響につ

 
いて金融機関が負うべき責任）は大きい。

• レバレッジ効果（金融機関が顧客の行動に与

 
える影響度）は大きい。

赤道原則



住友信託銀行の取り組み（基本的な方針）

ビジネスと生物多様性イニシアティブ
リーダーシップ宣言に署名（2008年5月）

生物多様性問題対応基本ポリシー
を制定（2008年7月）

署名企業には、社内で生物多様性を企業活

 
動に反映させるプロセスを確立し、経営目

 
標に生物多様性への配慮を組み込むという

 
意欲を示すことが期待されている。

 

署名企業には、社内で生物多様性を企業活

 
動に反映させるプロセスを確立し、経営目

 
標に生物多様性への配慮を組み込むという

 
意欲を示すことが期待されている。



取り組み１（公益信託）

支援事業の
地域別件数割合

支援事業の
種類別内訳

過去11年間の支援実績

日本経団連自然保護基金ホームページより（右記実績データも）

コープこうべホームページより



取り組み２（環境建築コンサルティング）

アドバイス実例

• 緑地部分の樹木について在

 
来種の割合を高める。

• 第３者の定量評価（財団法人

 
日本生態系協会のJ-HEP ）を

 
受け成果を可視化する。（将

 
来、BESへの配慮を不動産価

 
値に反映させるためのべース

 
となる。）

環境配慮を不動産価値のバリューアップにつなげるこ

 
とで不動産オーナーのインセンティブの向上を図る

環境配慮型開発・建築コンサルティング

• 省エネルギー

• 景観配慮

• 建物寿命の長期化

• リサイクルシステム導入 他

生物多様性に関するアドバイスを開始



・持続可能な農業による
食糧資源の確保

 
・水資源の確保

 
・森林の炭素貯留

 
・エコツーリズム

⇒エリア価値
の向上

近隣

 
エリア

・地域景観の向上

 
・地域知名度の向上

 
・子供たちの健全育成

⇒エリア価値
の向上 個別

 
不動産

・様々な経済効果

 
・知的生産性・創造性向上

 
・資産イメージ向上

 
（ランドマーク効果）

⇒不動産価値の向上

広域エリアでは･･･ 近隣エリアでは･･･ 個別不動産では･･･

（参考）環境配慮が不動産価値を向上させるプロセス

UNEP FI不動産WG
でもコンセプトを紹介

不動産の利回り

不動産の収益価格
（直接還元法の場合）

不動産が産み出す純収益
=



取り組み３（生物多様性版SRI）

業種別のBESに関わるリスク

UNEP FI “Bloom or Bust?”より

企業の生物多様性と生態系サービス（BES）
に関する取り組みを分析

事業事業
機会機会

リスクリスク
対応対応

企業企業
ブランドブランド

• 商品競争力
• 技術開発

• 資源管理
• 規制/訴訟対応

• 市場での評価
• 市民からの信頼

日本株式の生物多様性版

 
社会的責任投資（SRI）

 
の開発に着手

日本株式の生物多様性版

 
社会的責任投資（SRI）

の開発に着手

企業価値の向上にも貢献する



売掛債権が発生（期日に代金を支払う）

取り組み４（売掛債権一括信託）

住友信託

環境配慮型

売掛債権信託契約
（三者間で基本契約を締結）

調達基準の遵守度

 に関する情報
信託受益権

 の譲渡

利息相当分の
割引料を控除後
譲渡代金を支払

割引率は遵守度に
連動して決定

割引率は遵守度に
連動して決定

調達元企業
調達先企業
（サプライヤー）

調達基準の遵守を要求

物品販売・役務提供

遵守度をチェック（格付等）

生物多様性を配慮した調達基準を策定



生物多様性に関する啓蒙活動

Green TV ジャパンを協賛し

コンテンツを提供
環境専門のインターネット放送局

 
（400本以上のコンテンツ）

TEEB中間報告の日本語版

を発行
財団法人日本生態系協会、日本

 
総研株式会社と共同で翻訳

エコプロダクツ展2008に２年連続で出展

日本生態系協会と共同で生物多様性コーナーに出展

新設されたGreen TVのCOP10専門サイト



End of 
Presentation
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